
令和２年４月版

※本資料は、令和２年度政府予算に盛り込まれた補助事業等の内容を踏まえ、各省にも

確認のうえ、林野庁が作成したものです。

※本資料の内容は、各補助事業等の主な情報について掲載したものであり、各制度の詳

細については、「問い合わせ先」欄に記載の省庁等へお問い合わせ下さい。

［本資料に関するお問い合わせ先］

林野庁林政部木材利用課木造公共建築物促進班 03-6744-2626

公共建築物等の整備に活用可能な補助事業・制度等一覧

（令和２年度事業）
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林
野
庁

林業成長産業化
総合対策のうち
林業・木材産業
成長産業化促進
対策

地域材利用のモデ
ルとなるような公
共建築物の木造
化・木質化に対し
支援。

地方公共団体、
民間事業者等

○補助対象施設の面積が
300㎡以上であること。

○木造化の場合、対象施
設の木材利用量が0.18㎥
/㎡以上であること。木
質化の場合は木質化事業
面積が300㎡以上である
こと。

○構造耐力上主要な部分
に用いる製材品につい
て、原則として、ＪＡＳ
製材品を使用すること

等

○木造化：建設工事費
の15%（CLT等の先進的
技術を活用するものは
1/2以内）

○木質化：木質化事業
費の1/2以内。ただし、
建築工事費の3.75%を超
えないこと。

86億円
の内数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○地域材利用が必須

○公立小中学校の校
舎木造化は補助対象
外。

○営利目的の施設は
補助対象外。

○庁舎、消防署、警
察署は不特定多数の
利用者が見込めない
ため、費用対効果の
観点から対象外。

○都道府県の交付金
事業としての支援で
あるため、整備箇所
の都道府県交付金事
業計画に含まれるも
のが対象。

各都道府県の
林務部局にお
問い合わせく
ださい。

林野庁木材利
用課
TEL：03-
6744-2626

各都道府県林
務部局
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国
土
交
通
省

サステナブル建
築物等先導事業
（木造先導型）

木造化に係る先導
的な設計・施工技
術が導入される建
築物の整備に対し
支援。

地方公共団体、
民間事業者等

○構造・防火面の先導的
な設計・施工技術が導入
されていること。

○使用する材料や工法の
工夫により整備コストを
低減させるなどの、木材
利用に関する建築生産シ
ステムについて先導性を
有するものであること。

○建築基準法上特段の措
置を要する一定規模以上
のものであること。

○施工に係る技術等を公
開すること。

等

○調査設計費：先導的
な木造化に係る費用の
1/2以内

○建設工事費：木造化
による掛かり増し費用
の1/2以内
ただし、掛かり増し費
用の算出が困難な場合
は、
建設工事費の15%以内

○技術検証費：検証に
かかる費用の1/2以内

（上限額：5億円）

90.7億円の内
数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○主要構造部に木材
を一定以上使用する
ものであること。

○補助対象事業の公
募を行い、有識者に
より構成される委員
会の審査により選
定。

国土交通省住
宅局住宅生産
課木造住宅振
興室にお問い
合わせ下さ
い。

国土交通省住
宅局住宅生産
課木造住宅振
興室
TEL：03-
5253-8111

整
理
番
号

＜施設整備への支援＞

問合せ先名称 概要
事業

実施主体
主な要件

補助率・
補助内容

令和2年度
予算額

施設の用途

所
管
省
庁

木材利用の位置づけ 留意事項等 公募情報等
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環
境
省

木材利用による
業務用施設の断
熱性能効果検証
事業

CLT等の新たな建築
部材を用いたモデ
ル建築物を建設
し、その断熱性能
をはじめとする省
エネ効果等につい
て定量的に把握等
を行う事業に対し
支援。

建築物を所有す
る法人、地方公
共団体等

○壁等の構造耐力上主要
な部分にCLT等が使用さ
れており、かつ、それら
の面のうち少なくとも１
面が外気と接しているこ
と。

○CLT等が使用された室
の延べ床面積が300m2以
上であること。

○省エネ・省CO2性能の
把握を行う取組であるこ
と。

等

○設計費、工事費、設
備費、実証に係る計測
費等の２／３
（上限額：５億円）

6億円の内数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○CLT等の新たな建築
部材を使用すること
が前提。

○令和２年度は昨年
度からの継続事業の
み補助。

環境省地球環
境局地球温暖
化対策課地球
温暖化対策事
業室にお問い
合わせくださ
い。

環境省地球環
境局地球温暖
化対策課地球
温暖化対策事
業室
TEL：03-
5521-8355
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文
部
科
学
省

公立学校施設整
備費負担金

公立の義務教育諸
学校における教育
の円滑な実施を確
保するため、公立
学校建物の施設整
備に要する経費の
一部を負担。

地方公共団体

○公立小中学校等におけ
る教室の不足を解消する
ための校舎の新増築。

○公立小中学校等を適正
な規模にするため統合し
ようとすることに伴って
必要となり、又は統合し
たことに伴って必要と
なった校舎又は屋内運動
場の新増築。

等

○原則1/2
418.65億円の

内数

○
公
立

①環境を考慮した学
校施設（エコスクー
ル）として認定を受
けて内装木質化を行
う場合、補助単価を
加算。
②地域材を活用して
木造施設を整備する
場合、①とは別に、
補助単価を加算。

各都道府県、
各市町村の教
育委員会へお
問い合わせ下
さい。

文部科学省大
臣官房文教施
設企画・防災
部施設助成課
TEL：03-
6734-2000

5

文
部
科
学
省

学校施設環境改
善交付金

学校施設の老朽化
対策や耐震化をは
じめとした環境整
備を図り、経年劣
化により安全性・
機能性に支障のあ
る老朽施設を改善
するなど、設置者
が行う公立学校施
設整備に必要な経
費を支援する。

地方公共団体

○計画的・戦略的に施設
の長寿命化を図るため、
予防的な改修工事を含め
て補助

○構造上危険な状態にあ
る建物の改築。

○建築後20年以上経過し
た建物の大規模改造。

等

○原則1/3
275.88億円の

内数

○
公
立

○
公
立
こ
ど
も
園
・
幼
稚
園

①環境を考慮した学
校施設（エコスクー
ル）として認定を受
けて内装木質化を行
う場合、補助単価を
加算。
②地域材を活用して
木造施設を整備する
場合、①とは別に、
補助単価を加算。

○公立認定こども園
については、公立幼
稚園から移行した幼
保連携型認定こども
園に限る

各都道府県、
各市町村の教
育委員会へお
問い合わせ下
さい。

文部科学省大
臣官房文教施
設企画・防災
部施設助成課
TEL：03-
6734-2000
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文
部
科
学
省

私立学校施設整
備費補助金
（私立学校教育
研究装置等整備
費
（①私立大学・
大学院等教育研
究装置施設整備
費）、
（②私立高等学
校等施設高機能
化整備費））

私立大学等の教育
研究の充実と質的
向上を図ることを
目的として、私立
大学等の施設の整
備等に係る経費の
一部を補助。

学校法人等

○文部科学省の「私立大
学等経常経費補助金」に
おいて、前年度及び当該
年度に、不交付又は減額
の措置を受けていないこ
と及び受ける可能性がな
いこと。

等

①1/2以内等
②1/3以内
（Is値0.3未満の施設の
耐震補強工事は1/2以
内）

98.47億円
の内数

○
私
立

○事業メニューの
「エコキャンパス推
進事業」の支援対象
として、地域材、間
伐材等を使用した内
装木質化を例示。

①大学等（大学・短
期大学・高等専門学
校）・専修学校、②
高等学校等（小学
校・中学校・義務教
育学校・高等学校・
中等教育学校・特別
支援学校）の区分毎
に事業が分かれてい
る

文部科学省
ホームページ
（http://www
.mext.go.jp/
a_menu/kouto
u/shinkou/07
021403/002.h
tm）に掲載。
高等学校等に
ついては各都
道府県の私立
学校主管課へ
お問い合わせ
下さい。

(大学等・高
等学校等)
文部科学省高
等教育局私学
助成課
TEL：03-
5253-4111
(内線2774・
2746)

(専修学校)
文部科学省総
合教育政策局
生涯学習推進
課専修学校教
育振興室
TEL：03-
5253-4111
(内線3958)

7

文
部
科
学
省

私立学校施設整
備費補助金
（私立幼稚園施
設整備費）

幼児教育の振興を
図るため、私立幼
稚園の新設及び増
築等に係る経費の
一部を補助。

学校法人

○新築及び増築の場合、
交付決定年度中に設置認
可がなされ、交付決定年
度中に、又は交付決定年
度の翌年度から幼稚園を
開設すること。

等

○1/3以内
(倒壊等の危険性が高い
（Is値0.3未満)施設の
耐震補強工事は1/2以
内）

9.85億円
の内数

○
私
立
幼
稚
園

○事業メニューの
「エコ改修事業」の
木材利用型の支援対
象として、地域材、
間伐材等を使用した
内装木質化を事業概
要として例示。

エコ改修事業につい
ては、当該整備がエ
コに当たることが把
握できる根拠資料の
御提出をいただいて
おります。

各都道府県の
私立学校主管
課へお問い合
わせ下さい。

文部科学省初
等中等教育局
幼児教育課
TEL：03-
6734-2714

8

文
部
科
学
省

認定こども園施
設整備交付金

認定こども園の設
置促進のため、都
道府県が行う認定
こども園の施設整
備事業に係る経費
の一部を補助。

地方公共団体
（都道府県）

○整備対象施設の設置主
体は学校法人又は社会福
祉法人であること。

等

○1/2以内
30.28億円
の内数

○
私
立
認
定
こ
ど
も
園
等

なし

認定こども園整備事
業については市町村
負担があるため、事
前に市町村と相談の
こと。

各都道府県の
教育委員会又
は福祉担当部
局へお問い合
わせ下さい。

文部科学省初
等中等教育局
幼児教育課
TEL：03-
6734-2714
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9

厚
生
労
働
省

保育所等整備交
付金

待機児童の解消を
図ることを目的
に、市町村が策定
する整備計画に基
づき、保育所や認
定こども園等を設
置する経費に充て
るための市区町村
への交付金。

社会福祉法人
学校法人
等

○市区町村が策定する整
備計画に基づいて整備さ
れるものであること。

等

○1/2相当
（子育て安心プランに
参加する等一定の要件
を満たす場合は2/3相
当)

697億円

○
こ
ど
も
園
・
保
育
所
等

なし

各都道府県の
福祉担当部局
へお問い合わ
せ下さい。

厚生労働省子
ども家庭局子
育て支援課施
設調整等業務
室
TEL：03-
3595-2647
保育課
TEL：03-
3595-2542

10

厚
生
労
働
省

次世代育成支援
対策施設整備交
付金

次世代育成支援対
策を推進すること
を目的に、都道府
県・市区町村が策
定する整備計画に
基づき、児童福祉
施設等を設置する
経費に充てるため
の交付金。

都道府県
社会福祉法人
等

○都道府県・市区町村が
策定する整備計画に基づ
いて整備されるものであ
ること。

等

○1/2相当
（児童館・児童セン
ターは1/3相当）

144億円

○
児
童
福
祉
施
設
等

なし

各都道府県・
指定都市・中
核市の福祉担
当部局へお問
い合わせ下さ
い。

厚生労働省子
ども家庭局子
育て支援課施
設調整等業務
室
TEL：03-
3595-2647

11

厚
生
労
働
省

地域医療介護総
合確保基金

「効率的かつ質の
高い医療提供体制
の構築」と「地域
包括ｹｱｼｽﾃﾑの構
築」を通じ、地域
における医療及び
介護の総合的な確
保を促進するた
め、各都道府県に
基金を設置し必要
な事業を実施。

地方公共団体
医療法人
社会福祉法人
等

○都道府県が定める計画
に基づいて実施されるも
のであること。

等

○医療施設：都道府県
において設定

○介護施設：定額

医療分
796億円

介護分
467億円

○ ○

○介護施設にあって
は、施設の木造化・
木質化等の木材利用
等を行うものを優先
的に選定するよう配
慮。

各都道府県の
医療・介護担
当部局へお問
い合わせ下さ
い。

厚生労働省医
政局
TEL：03-
3595-2194
厚生労働省老
健局
TEL:03-3595-
2888

12

厚
生
労
働
省

医療施設等施設
整備費補助金

へき地・離島の住
民に対する医療の
確保及び臨床研修
医の研修環境の充
実を図るため、離
島を含むへき地に
所在する医療施設
や臨床研修病院等
の施設整備を支援
するもの。

都道府県
等

○へき地保健医療対策等
実施要綱に基づいて実施
する事業であること。

等

○1/2、1/3

○1/2（スプリンクラー
整備事業）

80億円 ○ なし

各都道府県の
医療担当部局
へお問い合わ
せ下さい。

厚生労働省医
政局
TEL：03-
3595-2194

13

厚
生
労
働
省

社会福祉施設等
施設整備費補助
金

地方自治体が策定
する整備計画が着
実に実施されるよ
う障害児・者の障
害福祉サービス等
の基盤整備を図
る。

社会福祉法人等

○地方自治体が策定する
整備計画に位置づけら
れ、真に緊急性及び必要
性の高い整備を対象とす
ること。

等

○1/2 174億円 ○

○障害福祉サービス
事業所等にあって
は、施設の木造化・
木質化等の木材利用
等を行うものを優先
的に選定するよう配
慮。

各都道府県・
指定都市・中
核市の福祉担
当部局へお問
い合わせ下さ
い。

厚生労働省社
会・援護局障
害保健福祉部
TEL：03-
3595-2528

5
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14
総
務
省

(地方財政措置）
防災対策事業債

地方公共団体

○大規模地震が発生した
場合に甚大な被害を受け
ると想定され、災害応急
対策上不可欠となる防災
対策の拠点施設及び災害
時に特に配慮が必要とな
る者のための施設を対象
とするものであること

○充当率：起債対象経
費の90%以内

○交付税措置：地方債
の元利償還金の50%を基
準財政需要額に算入

○起債対象経費：＜庁
舎＞原則、次に定める
面積及び㎡当たり単価
に基づき算定した額を
上限
※面積：入居職員数×
職員一人当たり面積
（35.3㎡）と移転前面
積を比較して大きい方
※㎡当たり単価：361千
円
＜庁舎以外＞原則、移
転前の延床面積を上限

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ なし
○地方単独事業とし
て行う事業を対象

総務省自治財
政局地方債課
TEL：03-
5253-5629

15
総
務
省

(地方財政措置）
緊急防災・減災
事業債

地方公共団体 防災対策事業債と同様

○充当率：起債対象経
費の100%以内

○交付税措置：地方債
の元利償還金の70%を基
準財政需要額に算入

○起債対象経費：防災
対策事業債と同様

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ なし

○事業年度は、平成
29年度から令和２年
度まで（4年間）。

○全国的に緊急に実
施する必要性が高
く、即効性のある防
災、減災のための地
方単独事業等を対象

総務省自治財
政局地方債課
TEL：03-
5253-5628
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木材利用の位置づけ 留意事項等 公募情報等

16
総
務
省

(地方財政措置
(公共施設等適正
管理推進事業
債))
市町村役場機能
緊急保全事業

地方公共団体
（市町村）

○昭和56年の新耐震基準
導入前に建設され、耐震
化が未実施の市町村の本
庁舎の建替え事業である
こと。

○本地方債の対象となる
のは、個別施設計画に基
づく事業であって、建替
え後の庁舎を業務継続計
画に位置づけるものであ
ること。

○充当率：起債対象経
費の90%以内

○交付税措置：起債対
象経費の75%を上限とし
て、この範囲で充当し
た地方債の元利償還金
の30%を基準財政需要額
に算入
※地方債の充当残につ
いては、基金の活用が
基本

○起債対象経費：庁舎
建替え事業費×（建替
前延床面積 又は 標準
面積）/新庁舎の面積
※標準面積：入居職員
数×40.8㎡
※用地費は、一般単独
事業債（一般事業）に
よる対応

－ ○ なし

○事業年度は、平成
29年度から令和２年
度まで（4年間）。
○ただし、経過措置
として、令和２年度
までに実施設計に着
手した事業について
は、令和３年度以降
も現行と同様の地方
財政措置

総務省自治財
政局地方債課
TEL：03-
5253-5628

17

日
本
政
策
金
融
公
庫

【中小企業事
業・国民生活事
業】
新企業育成貸
付、企業活力強
化貸付、環境・
エネルギー対策
貸付、セーフ
ティネット貸
付、普通貸付ほ
か

中小企業・小規模
事業者の施設・設
備の導入を行うた
めの資金を貸付

中小企業・小規
模事業者

○金融業、投機的事業、
一部の遊興娯楽事業の事
業主を除く。

○貸付限度額（例）
【中小企業事業】
7億2千万円（うち運転
資金2億5千万円）ほか
【国民生活事業】
7千2百万円（うち運転
資金4千8百円）ほか

○貸付利率
主要利率一覧表
(https://www.jfc.go.j
p/n/rate/base.html)ほ
か

－ ○ ○ ○ ○ ○ なし

○「施設の用途」欄
に該当する事業主体
であっても、資金に
より詳細な要件が定
められているため、
日本政策金融公庫各
支店に要確認。

https://
www.jfc.
go.jp/n/f
inance/s
earch/in
dex.html

日本政策金融
公庫中小企業
事業・国民生
活事業各支店
(https://www
.jfc.go.jp/n
/branch/)

18

（
独

）
福
祉
医
療
機
構

福祉貸付事業

老人福祉施設、保
育所や障害のある
方を支援する施設
などの社会福祉施
設を整備する際に
必要となる建築資
金等を貸付。

社会福祉法人
一般社団（財
団）法人
学校法人
等

○土地、建物、地上権の
いずれか又は全てに担保
を設定すること。

○融資限度額
（機構が定める基準事
業費－法的・制度的補
助金）×融資率
○貸付利率
金銭消費貸借契約締結
時の利率を適用。
最新の利率は機構の
HP(https://www.wam.go
.jp/hp/)で確認。

－

○
保
育
所
・
こ
ど
も
園

○ ○

木材の利用による木
造施設の整備につい
て、融資率を引き上
げる優遇融資を実
施。

○償還期間は、貸付
金の種類及び貸付金
額の区分に応じ、機
構が決定。

https://www.
wam.go.jp/hp
/cat/fukusik
asituke/

独立行政法人
福祉医療機構
福祉医療貸付
部福祉審査課
融資相談係
TEL：03-
3438-9298
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19
林
野
庁

地域における民
間部門主導の木
造公共建築物等
整備推進事業

地域の企業や行政
が参画する地域協
議会等を対象に、
専門家の派遣によ
る木造化・木質化
のノウハウの提供
や設計支援などの
技術支援を実施。

地域協議会等
○具体的な計画として数
年以内に実現する計画で
あること。　　等

○民間事業者が整備す
る公共建築物の木造
化・木質化の計画に対
し、企画・設計段階か
ら専門家派遣などによ
る技術的支援。

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○木造化・木質化を
図る取組であるこ
と。

○設計費や工事費用
など、建築に係る費
用を補助する事業で
はない。

未定
林野庁木材利
用課：03-
6744-2626

※各制度等の参考資料は別添のとおり。（一部制度については資料なし）

＜施設整備以外のその他支援＞

8



林業・⽊材産業成⻑産業化促進対策のうち
⽊造公共建築物等の整備

【教育・学習施設関係】
・⽂化交流センター
・保育園及び⼦育て⽀援施設
・学校附属施設
・体育館，武道場
・図書館
・児童館
・⻘年の家及び研修所
・⽂化財保存及び展⽰施設

【医療・社会福祉施設】
・病院・診療所
・⾼齢者福祉施設
・障害者⽀援施設

【観光・産業振興関係】
・観光案内施設
・ターミナル施設
（物販施設は対象外）

《対象施設例》○補助対象︓公共建築物の⽊造化や内装⽊質化

○補助率 ︓１／２以内

▶⽊造化︓原則、建築⼯事費の15%以内
ただし次に該当するものは1/2以内

①CLTを構造耐⼒上主要な部分に活⽤する建築物
②耐⽕建築物⼜は三階建ての準耐⽕建築物
③⾓材を活⽤した壁柱や重ね梁を活⽤した建築物 等

▶⽊質化︓⽊質化事業費の1/2以内
ただし、建築⼯事費の3.75%を超えないこと。

＜対策のポイント＞
公共建築物等⽊材利⽤促進法に基づく⽊材利⽤⽅針の策定市町村において、地域材利⽤のモデルとなるような公共建築物の⽊造化、内装⽊質化に対し⽀

援します。

【令和２年度予算額 8,603,809（ 8,888,322 ）千円】の内数

整理番号１
＜事業の流れ＞

※国で定めた配分基準で都道府県に配分。
都道府県はさらに事業主体へ配分。

○事業のポイント
・ＪＡＳ製材品使⽤の促進

⽊造化においては、原則として、構造耐⼒上主要な部分に⽤いる製材品について、
「⽇本農林規格等に関する法律」（昭和25年法律第175号）の規定に基づき
認定されたものを使⽤することとする。

・意欲と能⼒のある林業経営体との連携
事業対象の公共建築物において、意欲と能⼒のある林業経営体から供給される
⽊材が利⽤されやすくするため、地域の林業・⽊材産業や⽊材流通事情等に詳しい
者⼜は団体が、
① ⼯事の発注情報、
② 必要な⽊材の量や時期などの⽊材需要情報、
③ ⽊材（素材・製材）の⽣産量、⽣産場所及び⽣産時期などの⽊材供給情報
などを⼀元的に把握して、関係者に共有する仕組みを構築するなど、⼀定の
⼯夫が認められる取組みであること。

（建築⼯事費とは建築物を新築する際の建築⼯事費全体。既存施設に
おいて⽊質化を⾏う場合は、当該施設と同様の施設を新築した場合の
建築費を試算。）

○事業実施主体︓地⽅公共団体、⺠間事業者等

［お問い合わせ先］林野庁⽊材利⽤課（03-6744-2626）

国 事業実施主体都道府県

【参考】
公共建築物における⽊材利⽤優良事例集

（林野庁HP http://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/koukyou/ ）
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整理番号２
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業（農林水産省連携事業）

活用事例

委託事業／間接補助事業

1. CLT建築物の断熱性能効果検証事業＜委託＞
CLT建築物の断熱性や省CO2性能について既往の事例を対象とした

調査や、既存建築物を対象とした定量評価等を行い、効果的なCLT等
の活用方法の検討を行うことで、木材を用いた脱炭素建築物の普及促
進に資する知見を得る。

2. 木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業＜補助＞
CLT等の部材を用いた建築物の省エネ・省CO2効果を定量的に評価

するため、CLT等を用いた建築物等の建設に必要な設計費、工事費、
設備費、省CO2効果等の定量的評価に係る計測費の一部を補助する。
・補助対象経費：設計費、工事費、設備費、実証に係る計測費等
・補助率 ：２／３ (上限額：５億円) ※継続事業のみ実施

① 高い省エネ・省CO2につながる脱炭素建築物等の普及を促進するため、CLT （Cross Laminated Timber）等を用
いたモデル建築物を建設し、その断熱性能をはじめとする省エネ・省CO2効果について定量的に検証を行う。

② 脱炭素建築物としてのCLT建築物の更なる普及を通じて、業務その他部門のエネルギー起源CO2を大幅削減する。

【令和２年度予算 600百万円（1,200百万円）】

新たな木質部材「CLT」の断熱性能を検証し、脱炭素建築物の普及促進を図ります。

補助事例：九州旅客鉄道 熊本支社（熊本県熊本市）

■委託先：民間事業者・団体 ■補助対象：民間企業／地方公共団体等

平成29年度～令和2年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355

 CLT （Cross Laminated Timber）とは、ひき板を繊維
方向が直交するように積層接着したパネル。欧米を中心
に住宅や商業施設などの壁や床の材料として普及。

 同面積のコンクリートと比較して軽い、施工が早いと
いった特徴を有する。

整理番号３
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対象学校：【下表①～⑪】大学、短期大学、高等専門学校

【下表①～⑤、⑦～⑪】専修学校（専門課程及び高等課程に限り、一般課程を除く。）

○ 施設関係（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費）

補助対象事業 事業内容 補助率

① 耐震補強工事
・S56年以前に建築された、Is値0.7未満又はq値

1.0未満の建物の耐震補強工事

② 非構造部材の耐震対策工事
・100㎡以上の室を有する施設で行う又は耐震補

強と合わせて行う対策工事

③ 防災機能強化事業
・備蓄倉庫等、避難経路、屋外防災施設の整備、

①と一体で整備する自家発電設備

④ バリアフリー化工事
・身障者等が円滑に利用できる施設となるよう、

「建築物移動等円滑化基準」を満たすため
に行う改造工事

⑤ アスベスト対策工事
・アスベスト除去、封じ込め、囲い込み工事及びこ

れに伴い必要となる内外装等工事

⑥ 耐震改築工事
・Is値0.3未満の建物又は耐震補強で対処すること

が困難な建物の建替え工事

⑦
新エネルギーの活用
（太陽光発電等導入工事）

・太陽光発電、太陽熱給湯器、風力、地中熱、燃
料電池等の整備

⑧
建物の改造
（建築工事）

・高断熱ガラス、二重サッシ改造工事
・断熱強化工事及び必要となる内装等改造工事
・内装の木質化工事

⑨
建物の改造
（建物緑化工事）

・屋上、壁面、バルコニー等の緑化工事

⑩
建物の改造
（設備工事）

・トイレの節水型器具の導入工事
・中水道設備導入工事（雨水利用等）

I
C
T
活
用
推
進
事
業

⑪
研究又は教育に必要な情報
通信ネットワークの構築

・光ケーブル等敷設工事
・ICT装置（音声映像装置、機器制御装置、入出

力装置、機器操作卓、送受信装置等）
・ICT装置の導入に伴う施設の改造工事

私立学校施設整備費補助事業の概要（大学等）

１/２以内
エ
コ
キ
ャ
ン
パ
ス
推
進
事
業

防
災
機
能
等
強
化
緊
急
特
別
推
進
事
業

整理番号６－１
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○ 施設関係（私立高等学校等施設高機能化整備費）

補助対象事業 事業内容 補助率

・情報教室、その他通常の授業で使用する教室
の情報化に伴う改造工事

・教室の情報化に関連した校内LAN整備

②
特別教室及び多目的室、
図書室の整備

・既存の特別教室、図書館の高機能化や、余裕
教室等を多目的室に改造する工事

③
校舎等のバリアフリー化
整備

・身障者等が円滑に利用できる施設となるよう、
「建築物移動等円滑化基準」を満たすため
に行う改造工事

④
カウンセリング機能の強
化のための保健室や余裕
教室等の整備

・既存の保健室や余裕教室等を利用して、カウン
セラー室として単独の教育相談室や進路相談
室を設けるための改造工事

⑤ 耐震補強工事
・S56年以前に建築された、Is値0.7未満又はq値

1.0未満の建物の耐震補強工事
１/３以内

（Is値0.3未満1/2以内）

⑥
非構造部材の耐震対策工
事

・100㎡以上の室を有する施設で行う又は耐震補
強と合わせて行う対策工事

１/３以内

・備蓄倉庫等、避難経路、屋外防災施設の整備、
⑤と一体で整備する自家発電設備

１/３以内

・自家発電設備の単体整備 １/３以内

⑧ 安全管理対策（防犯）

・安全対策上必要な管理諸室や普通教室等の配
置換え、門やフェンスの設置工事

・上記と一体で整備する防犯監視システム等の安
全対策設備の設置工事

１/３以内

⑨
安全管理対策（アスベス
ト）

・アスベスト除去、封じ込め、囲い込み工事及びこ
れに伴い必要となる教室等の環境回復工事

１/３以内

⑩ 耐震改築工事
・Is値0.3未満の建物又は耐震補強で対処すること

が困難な建物の建替え工事
１/３以内

⑪ 津波移転改築工事
・防災集団移転に関連して移転が必要な学校のう

ち、南海トラフ法に基づく津波避難対策緊急事業
計画に記載された事業

１/３以内

⑫ 新エネルギー活用型
・太陽光発電、太陽熱給湯器、風力、地中熱、燃

料電池等の整備

⑬
省エネルギー型・省資源
型

・断熱化、採光対策、省エネ設備、中水利用施設
等の整備

⑭ 木材利用型 ・内装木質化改造工事

・建物緑化

・屋外緑化

・グラウンド芝生化（暗渠排水、表面排水、芝張り
等を一体で整備するものを対象）

①

対象学校：小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校（前期課程、後期課程）、
 特別支援学校（幼稚部、小学部、中学部、高等部）

⑦ 防災機能強化事業

緑化推進型⑮

１/３以内

１/３以内

エ
コ
キ
ャ
ン
パ
ス
推
進
事
業

施
設
高
機
能
化
整
備
事
業

防
災
機
能
強
化
施
設
整
備
事
業

教育の情報化に関連した
教室等の改造工事

整理番号６－２

私立学校施設整備費補助事業の概要（小学校～高校等）
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私立幼稚園施設整備費補助金
令和２年度予算額 490百万円 ＋ 臨時・特別の措置 495百万円

前年度予算額

前年度補正予算額

525百万円 ＋ 臨時・特別の措置 769百万円
1,010百万円

事業概要

学校法人立幼稚園等の緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強、耐震改築、非構造部材の耐震対策等に要する経

費とともに、防犯対策、アスベスト対策、エコ改修等に要する経費の一部を補助することにより、幼稚園の環境整備を図る。

対象事業内容

1. 耐震補強工事 ・・・ 耐震補強、非構造部材の耐震対策、防災機能強化

2. 防犯対策工事 ・・・ 門・フェンス・防犯監視システム等の設置工事

3. 新築・増築・改築事業 ・・・ 新築、増築、耐震改築、その他危険建物の改築

4. アスベスト等対策工事 ・・・ 吹き付けアスベストの除去等

5. 屋外教育環境整備 ・・・ アスレチック遊具、屋外ステージ等の整備

6. エコ改修事業 ・・・ 太陽光発電の設置、省エネ型設備の設置

補助率

○ 地震による倒壊等の危険性が高い（※）施設の耐震補強工事
（※）非木造：Is値0.3未満、木造：Iw値0.7未満 ・・・【1/2以内】

○ 上記以外 ・・・【1/3以内】

整理番号７
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認定こども園施設整備交付金
令和二年度予算額 2,524百万円 ＋ 臨時・特別の措置（防災・減災、国土強靭化関係） 504百万円

前年度予算額 2,290百万円 ※臨時 特別の措置(防災 減災、国土強靭化関係)除く

前年度補正予算額　　　　 14,976百万円

○ 認定こども園の施設整備に要する費用の一部を補助（新増改築、大規模改修等）
・幼保連携型認定こども園の教育を実施する部分（いわゆる幼稚園部分）
・幼稚園型認定こども園の幼稚園部分
・保育所型認定こども園の幼稚園機能部分

○ 補助率： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※年度内に自治体の定める認定基準を満たす必要がある。既存の幼保連携型認定こども園の機能拡充も補助対象。

認定こども園整備

認定こども園の類型 整備区分

幼保連携型

幼稚園型

保育所型

認定こども園整備の補助イメージ

教育機能部分の整備
（保育機能部分に係る整備）

幼稚園部分の機能を拡充する整備
（保育機能部分に係る整備）

教育機能部分に係る整備
（保育所部分の機能を拡充する整備）

認定こども園施設整備費交付金の対象
（文部科学省所管）

保育所等整備交付金の対象
（厚生労働省所管）

教育機能 保育機能

保育所

保育機能

教育機能

幼稚園

１

○ 認定こども園への移行を予定する私立幼稚園について、園舎の耐震指標等の状況に応じて実施する耐震化を支援。（改築、増改築等）
・私立幼稚園の耐震化経費

○ 補助率： 国１／２、事業者１／２
※既に認定こども園に移行した場合を含む。

幼稚園耐震化整備２

○ 幼稚園型認定こども園における門、フェンス、防犯カメラ等の設置に要する費用の一部を補助。
・幼稚園型認定こども園の防犯対策整備

○ 補助率： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４

防犯対策整備３

事業概要

認定こども園の設置促進のため、認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策に要する経費の一部を補助し、子供を安心して育てることができる体制の整備を

促進する。

整理番号８
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【趣旨】
市区町村が策定する整備計画等に基づき、保育所、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施設整備事業及び

保育所等の防音壁設置の実施に要する経費に充てるため、市区町村に交付金を交付する。
また、子育て安心プランに基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率を嵩上げ

（1/2→2/3）して、保育所等の整備を推進する。

（※）市区町村が作成する保育所等の整備に関する計画（市区町村整備計画）による整備等の実施に必要な経費の
一部を支援するため、児童福祉法第56条の４の３に基づく交付金として平成27年度に創設。

【対象事業】
・保育所整備事業
・認定こども園整備事業（幼稚園型）
・小規模保育整備事業
・防音壁整備事業
・防犯対策強化整備事業

【実施主体】 市区町村

【設置主体】 社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、学校法人等
（保育所及び認定こども園については公立を除く）

【補助割合】 国１／２、市区町村１／４、設置主体１／４
※子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は、国２／３、市区町村１／１２、設置主体１／４

保育所等整備交付金

（令和元年度当初予算）７４７億円（648億円＋99億円※） → （令和２年度予算） ６９７億円（638億円＋59億円※）

（令和元年度補正予算）１４９億円

※臨時・特別の措置（耐震化整備に必要な経費）

整理番号９
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２．設置主体 都道府県、指定都市、中核市、市区町村、社会福祉法人、公益法人、日本赤十字社（児童館を除く）等

３．国庫補助率 定額（1/2相当、児童館は1/3相当）

１．目的・事業概要
児童福祉施設等に係る施設整備について、都道府県・市区町村が策定する整備計画に基づく施設整備を推進し、次世代育成支

援対策の充実を図る。
また、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に基づき、児童福祉施設等における防災・減災対策を推進するた

め、耐震化整備に必要な経費について支援を行う。

次世代育成支援対策施設整備交付金

事業概要 対象施設 整備内容

①通常整備

児童養護施設等の整備を実施する。
特に、児童養護施設等の小規模
化・地域分散化や、児童相談所一
時保護所の環境改善等や市町村に
おける要保護児童等の支援拠点の
整備の推進を図る。

・助産施設 ・児童厚生施設（児童館） ・一時預かり事業所
・乳児院 ・児童相談所一時保護施設 ・地域子育て支援拠点事業所
・母子生活支援施設 ・婦人相談所一時保護施設 ・利用者支援事業所
・児童養護施設 ・婦人保護施設 ・子育て支援のための拠点施設
・児童心理治療施設 ・職員養成施設 ・市区町村子ども家庭総合支援拠点
・児童自立支援施設 ・自立援助ホーム ・産後ケア施設（仮称）
・児童家庭支援センター ・ファミリーホーム

創設、大規模修繕、増築、
増改築、改築、拡張、ス
プリンクラー設備等整備、
老朽民間児童福祉施設整
備、応急仮設施設整備

②耐震化等整備

地震防災上倒壊等の危険性のある
建物の耐震化、津波対策としての
高台への移転を図るための改築又
は補強等の整備を図る。

・助産施設 ・児童養護施設 ・児童相談所一時保護施設
・乳児院 ・児童心理治療施設 ・婦人相談所一時保護施設
・母子生活支援施設 ・児童自立支援施設 ・婦人保護施設

大規模修繕、増改築、
改築、老朽民間児童福祉
施設整備

令和元年度当初予算額 １５７億円（ ９７億円 ＋ ６０億円*）
⇒ 令和２年度予算額 １４４億円（１０６億円 ＋ ３８億円*）

*臨時・特別の措置分(耐震化整備に必要な経費)

整理番号１０
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国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基⾦事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基⾦事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付 提
出

交付 提
出

申
請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和２年度予算額 公費：2,018億円（国費：1,345億円）
（医療分 公費：1,194億円（国費：796億円）、介護分 公費：824億円（国費：549億円）

1

整理番号１１
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医療施設等施設整備費補助金の概要

Ⅰ   予算額

Ⅱ 要旨

へき地・離島の住民に対する医療の確保及び臨床研修医の研修環境
の充実を図るため、離島を含むへき地に所在する医療施設や臨床研
修病院等の施設整備を支援するもの 等。

Ⅲ 補助対象

令和元年度予算額 令和２年度予算額
416,854千円 → 2,759,194千円

注１） 公立・・・都道府県、市町村、地方独立行政法人、一部事務組合、広域連合
注２） 公的・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、

全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会

補助対象事業《メニュー区分》
公
立

公
的

民
間

独
法 国庫補助率

へき地医療拠点病院施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

へき地診療所施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

過疎地域等特定診療所施設整備事業 〇 1/2

へき地保健指導所施設整備事業 〇 1/3,1/2(沖縄県)

研修医のための研修施設整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/2

臨床研修病院施設整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/2

医師臨床研修病院研修医環境整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/3

産科医療機関施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

離島等患者宿泊施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/3

死亡時画像診断システム等施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業
（へき地医療拠点病院、へき地診療所のみ）

〇 〇 〇 〇 1/2

院内感染対策施設整備事業 〇 〇 1/3

分娩取扱施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

整理番号１２－１
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有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業

令和２年度予算：5,196,089千円（5,196,089千円）

【事業概要】スプリンクラーの設置等に必要な経費の補助を行う

【補助対象】消防法施行令の一部を改正する政令等により、新たに
スプリンクラー等を整備する義務が生じた医療施設 等

（スプリンクラー設備）

概 要

平成２５年に福岡市で発生した有床診療所の火災事故を踏まえ、医療機関等の入院
患者の安全を確保するため、火災発生時の初期消火を行うスプリンクラー等が設置さ
れていない有床診療所等に対し、スプリンクラー整備等に対する支援を行うものであ
る。

（参考）

消防法改正概要（平成26年10月改正）

避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院におけるスプリンクラー設置基準の見直しが行われ、有
床診療所については延べ面積6,000㎡以上の施設に設置が義務付けられていたが、避難のために患者の介助が
必要な有床診療所においては、原則として、延べ面積にかかわらず、設置が義務づけられた 等

整理番号１２－２
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○ 地方自治体が策定する整備計画が着実に実施されるよう障害児・者の障害福祉サービス等の基盤整備を図る。
（補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４）

社会福祉施設等施設整備費補助金 令和元年度予算額 → 令和２年度予算額
195億円 174億円
【令和元年度 補正予算 83億円】

○ 障害児支援の充実を図るため、地域
の障害児支援の拠点となる児童発達支
援センター等の整備や小規模な形態に
よるきめ細やかな支援体制の整備を推
進する。

障害児支援の充実

○ 障害者の社会参加支援及び地域移行支援
を更に推進するため、就労移行支援、就労
継続支援事業所等の日中活動系サービス事
業所やグループホーム等の整備促進を図る。

日中活動系サービス等の充実・
地域移行の推進

○ 障害児・障害者が利用する施設の安全・
安心を確保するため、「防災・減災、国土
強靱化のための３か年緊急対策」に基づき、
耐震化整備を推進するほか、非常用自家発
電設備・給水設備の整備等を推進する。

耐震化・防災対策の推進

整理番号１３－１
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保育所等を訪問し、障害のある児童に対して、集団生活への適応のための専門的な支援その
他の必要な支援を行う

保育所等訪問支援

就労定着支援

一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の
対応により必要な支援を行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等
を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活
の世話を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は
生産活動の機会を提供する

短期入所（ショートステイ）

療養介護

生活介護

日
中
活
動
系

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な
訓練を行う

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、能力等の向上の
ために必要な訓練を行う

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な
支援、訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必
要な訓練を行う

自立訓練（機能訓練）

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

自立訓練（生活訓練）

就労継続支援（B型）

訓
練
系
・
就
労
系

１．対象施設

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う

居
住
支
援
系

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

施
設
系

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他の
必要な支援等を行う

授業の終了後又は学校の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促
進その他の必要な支援を行う

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

障害児
通所支援

障害児入所施設
施設に入所する障害のある児童に対して、保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知
識技能の付与を行う

障害児
入所支援

※ 公立施設については、平成１８年度に一般財源化したため補助対象外。
※ これ以外に保護施設、身体障害者社会参加支援施設等がある。

障
害
者
総
合
支
援
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

児
童
福
祉
法
上
の
サ
ー
ビ
ス

一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助

整理番号１３－２
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国庫補助を受ける場合

２．建設費の補助
○ 社会福祉法人等が上記事業を行うことに伴い、障害者施設を整備しようとする場合、その整備費について、

国庫又は民間補助が受けられるほか、設置者負担分については、独立行政法人福祉医療機構から低利の融資
を受けることができる。

・社会福祉法人及び医療法人など（※）が障害者総合支援法等に基づく障害者施設を整備しようとする場合、各都道府県、指定都市、
中核市及び市町村の障害福祉計画に合致すれば、国庫補助を受けることができる。（土地の買収又は整地に要する費用は対象外）

※ 社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特例民法法人、ＮＰＯ法人、営利法人等

①負担割合 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／４、設置者１／４

②国庫補助の手続き

社会福祉法人等

設置者
都道府県
指定都市
中核市

補助者
書類提出 国庫補助協議

厚生労働省
（地方厚生（支）局）

内容の審査 内容の審査

ア 施設建設を予定している設置者は、建設予定年度の前年度の早い時期に、建設計画、資金計画及び土地の確保の状況等を明らかにし
た事業計画書を都道府県等に提出し、内容の審査を受ける。

イ 内容の審査後、都道府県等の施設整備計画に合致していれば、都道府県等において必要な予算措置が行われ、厚生労働省（地方厚生
(支)局）に対する国庫補助協議を行う。

ウ 厚生労働省（地方厚生(支)局）においては、都道府県等から事業計画のヒアリングを行い、内容の審査を行う。

エ 社会福祉法人を新たに設立して施設経営を始めようとする場合は、都道府県、指定都市又は中核市（所轄庁）から社会福祉法人の設
立認可を受けることが必要である。

整理番号１３－３
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事業資金融資制度のご案内 
中小企業・小規模事業者の皆さまのご計画に応じた各種の事業資金融資制度をご用意しています 

新企業育成貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（うち運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

新規開業資金 
（＊1） 

新たに事業を始める方または事業開始後お
おむね 7 年以内の方 

7,200 万円 
（4,800 万円） 

設備20年（2年）以内 
運転 7年（2年）以内 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・C

女性、若者／シニア 
起業家資金（＊1） 

女性または 35 歳未満か 55 歳以上の方であ
って、新たに事業を始める方または事業開始
後おおむね 7 年以内の方 

 基準利率
 特別利率Ａ・B・C

再挑戦支援資金 
（再チャレンジ支援融資） 

廃業歴等のある方など一定の要件に該当す
る方で、新たに事業を始める方または事業開
始後おおむね 7 年以内の方 

 基準利率
 特別利率Ａ・B

新事業活動 
促進資金 

経営多角化、事業転換などにより、第二創業
などを図る方 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｐ

中小企業経営力 
強化資金

新事業分野の開拓のために事業計画を策定
し、外部専門家（認定経営革新等支援機関）
の指導や助言を受けている方 

 基準利率
 特別利率 S

企業活力強化貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（うち運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

企業活力強化資金 

卸売業、小売業、飲食サービス業、サービス
業または一定の要件を満たす不動産賃貸業

を営む方で、店舗の新築・増改築や機械設備
の導入を行う方など 

7,200 万円 
（4,800 万円） 

設備 20年（2年）以内 
運転 7 年（2 年）以内 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ

Ｉ Ｔ 資 金 情報化投資を行う方 
 基準利率
 特別利率Ｂ・Ｃ

海外展開・ 
事業再編資金  

海外展開を図る方など 
 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ

地域活性化・ 
雇用促進資金

承認地域経済牽引事業計画などに従って事

業を行う方または雇用創出効果が見込まれる
設備投資を行う方など 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ

ソーシャルビジネス
支援資金 

社会的課題の解決を目的とする事業を営む
方など 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ

事業承継・集約・
活性化支援資金 

事業を承継する方など 
 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ

観光産業等 
生産性向上資金 

「おもてなし規格認証」を取得した方または訪
日外国人観光客の消費需要を取り込む方な

ど 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ

働き方改革推進 
支援資金 

非正規雇用の処遇改善に取り組む方や従業
員の長時間労働の是正に取り組む方など 

 特別利率Ａ・Ｂ

食品貸付

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額
融資期間 

（うち据置期間） 
主な融資利率

食 品 貸 付 （＊1） 

食品関係の小売業・製造小売業または花き小
売業を営む方で、店舗の新築・増改築、機械
設備の導入、フランチャイズチェーンへの加盟
などを行う方 

7,200 万円 設備 20年（2年）以内 
 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ

環境・エネルギー対策貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（うち運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

環境・エネルギー
対策資金

非化石エネルギー設備や省エネルギー効果
の高い設備を導入する方または環境対策の
促進を図る方 7,200 万円 

（4,800 万円） 
設備 20年（2年）以内 
運転 7 年（2 年）以内 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ

社会環境対応
施設整備資金

自ら策定した BCP に基づき、防災に資する施
設等の整備を行う方 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ

（＊1）東日本大震災関連および平成 28 年熊本地震関連の特例措置あり 

整理番号１７－１
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セーフティネット貸付

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額
融資期間 

（うち据置期間） 
主な融資利率

経営環境変化  
対応資金  

売上が減少するなど業況が悪化してい
る方 

4,800 万円 
設備 15 年（3 年）以内 
運転 8 年（3 年）以内 

 基準利率

金融環境変化  
対応資金  

取引金融機関の経営破たんなどにより、
資金繰りに困難を来している方 

4,000 万円 
（別枠） 

設備 15 年（3 年）以内 
運転 8 年（3 年）以内 

 基準利率

取引企業倒産 
対応資金

取引企業などの倒産により経営に困難
を来している方 

3,000 万円 
（別枠） 

運転 8 年（3 年）以内  基準利率

企業再生貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（うち運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

企業再建資金
中小企業再生支援協議会の関与もしく
は民事再生法に基づく再生計画の認可
などにより企業の再建を図る方 

7,200 万円 
(4,800 万円) 

設備 20 年（2 年）以内 
運転 15 年（2 年）以内 
（一定の要件を満たす場  
合は運転 20 年以内）  

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ

東日本大震災復興特別貸付 

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額
融資期間 

（うち据置期間） 
主な融資利率

東日本大震災 
復興特別貸付

直接被害、間接被害を受けた方 
6,000 万円 

（各融資制度の限

度額に上乗せ） 

設備 20 年以内 
運転 15 年以内 
（直接被害 5 年以内、間
接被害 3 年以内） 

 基 準 利 率 － 最 大
1.4％（融資後 3 年間）
 基 準 利 率 － 最 大
0.5％（融資後 4 年目以降）  

その他震災による被害を受けた方など 
4,800 万円 

（別枠） 
設備 15 年（3 年）以内 
運転 8 年（3 年）以内 

 基準利率
 特別利率 R・N・U 

経営改善貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（うち運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

小規模事業者 
経営改善資金 

（マル経融資） （＊2）

商工会議所、商工会または都道府県商工会
連合会の実施する経営指導を受けている方
であって、商工会議所等の長の推薦を受けた

方 

2,000 万円 
設備 10 年（2 年）以内 
運転 7 年（1 年）以内 

 特別利率Ｆ

小規模事業者 
経営発達支援資金 

経営発達支援計画の認定を受けた商工会議
所・商工会から事業計画の策定・実施の支援

を受け、持続的発展に取り組む小規模事業者
の方 

7,200 万円 
(4,800 万円) 

設備 20 年（2 年）以内 
運転 8 年（2 年）以内 
（従業員数 5 人以下の場
合は据置期間 3 年以内） 

 特別利率Ａ

生活衛生貸付

資 金 名 ご利用いただける方
融資限度額
（運転資金） 

融資期間 
（うち据置期間） 

主な融資利率

一般貸付 生活衛生関係の事業を営む方 
7,200 万円～  
4 億 8,000 万円 
※業種により異なります

設備 13 年（1 年、融資期
間 7 年超の場合 2 年）以内 
※業種またはお使いみちに

より異なります 

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ･Ｃ･Ｅ

振興事業貸付 
振興計画の認定を受けている生活衛生
同業組合の組合員であって、生活衛生
関係の事業を営む方 

1億 5,000 万円～ 
7億 2,000 万円 
※業種により異なります
（5,700 万円）

設備 20 年（2 年）以内 
（お使いみちにより異なります） 
運転 7 年（2 年）以内

 基準利率
 特別利率Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｊ

生活衛生改善貸付

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額
融資期間 

（うち据置期間） 
主な融資利率

生活衛生改善貸付 
  （＊2） 

生活衛生関係の事業を営んでおり、生活衛
生同業組合等の実施する経営指導を受けて
いる方であって、生活衛生同業組合等の長
の推薦を受けた方 

2,000 万円 
設備 10年（2年）以内 
運転 7 年（1年）以内 

 特別利率Ｆ

（＊2）東日本大震災関連、平成 28 年熊本地震関連および平成 30 年 7 月豪雨関連の特例措置あり 

上記のほか、平成 28 年熊本地震特別貸付、平成 30 年７月豪雨特別貸付、経営者保証免除特例制度なども取り扱っております。 

担保・保証人は、お客さまのご希望を伺いながらご相談させていただきます。 

お使いみち、ご返済期間、担保の有無などによって異なる利率が適用されます。 

審査の結果、お客さまのご希望に沿えないことがございます。 

（平成 31 年４月） 
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特別貸付のご案内

特別貸付

●新企業育成貸付

●企業活力強化貸付

新たな事業を開始する方、異業種・異分野へ進出する方へ

企業活力促進のために積極的な設備投資等を行う方へ

新事業育成資金

新事業活動
促進資金

女性、若者／
シニア
起業家支援資金

再挑戦支援資金
（再チャレンジ
 支援融資）

新規性、成長性のある事業を
始めておおむね5年以内の方など

再チャレンジする起業家の方

女性または35歳未満か55歳以上の方で
であって、新たに事業を始める方または事業
開始後おおむね7年以内の方

直接貸付6億円

直接貸付7億2千万円
（2億5千万円）

代理貸付1億2千万円

直接貸付7億2千万円
（2億5千万円）

代理貸付1億2千万円

直接貸付7億2千万円
（2億5千万円）

設備20年以内
（うち据置期間5年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

新しい事業分野の開拓を行う方

特別利率②③（上限3％）

特別利率①②③

特別利率①②③
基準利率-0.2％

特別利率①②

中小企業経営力
強化資金

直接貸付7億2千万円
（2億5千万円）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

認定経営革新等支援機関の指導・助言また
は「中小企業の会計に関する基本要領」など
の適用により、経営力の強化を図る方

特別利率①
基準利率

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

企業活力
強化資金

IT活用促進
資金

海外展開・
事業再編資金

地域活性化・
雇用促進資金

経営の近代化、合理化やものづくり基盤技
術の高度化を進める方など

情報化投資を行う方

一定の雇用創出効果が見込める設備投資
を行う方、地域への経済波及効果の高い事
業活動に取り組む方

海外展開や海外展開事業の再編を行う方

直接貸付 7億2千万円
           （2億5千万円）
代理貸付 1億2千万円

直接貸付 7億2千万円
           （2億5千万円）
代理貸付 1億2千万円

直接貸付 7億2千万円
           （2億5千万円）
代理貸付 1億2千万円

直接貸付 7億2千万円
           （4億8千万円）
代理貸付 1億2千万円

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転  7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間２年以内）
運転  7年以内
（うち据置期間2年以内）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

特別利率①②③

特別利率②③
基準利率-0.9％

特別利率①②（上限3％）
基準利率（上限3％）

特別利率①②③

観光産業等
生産性向上資金

おもてなし規格認証を取得した方、または、
インバウンド消費需要の取り込みを図る方

直接貸付 7億2千万円
           （2億5千万円）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転  7年以内
（うち据置期間2年以内）

事業承継・集約・
活性化支援資金

事業や企業を承継・集約化する方など 直接貸付 7億2千万円 設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転 7年以内
（うち据置期間2年以内）

特別利率①②（上限3％）
基準利率 （上限3％）

特別利率①②
基準利率

働き方改革
推進支援資金

働き方改革の推進や多様な人材の活用促進
に取り組む方など

直接貸付 7億2千万円
           （2億5千万円）

設備20年以内
（うち据置期間2年以内）
運転  7年以内
（うち据置期間2年以内）

特別利率①②
基準利率

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

中小企業の皆さまのご計画内容に応じて、さまざまな種類の特別貸付がご利用いただけます

日本政策金融公庫 中小企業事業 の
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●環境・エネルギー対策貸付

●セーフティネット貸付

●東日本大震災復興特別貸付

●平成28年熊本地震特別貸付

●平成30年7月豪雨特別貸付

●企業再生貸付

環境対策に取り組む方へ

経営環境の変化などにより、資金繰りに困難をきたしている方へ

事業再建に取り組む方へ

環境・エネルギー
対策資金

社会環境対応
施設整備資金

経営環境変化
対応資金

企業再建資金

金融環境変化
対応資金

非化石エネルギー設備や、省エネル
ギー設備を設置する方、産業公害防
止施設などを設置する方など

一時的な売上高の減少等業況が悪化
している方、社会的な要因による業況
悪化により資金繰りに支障をきたし
ている方など

〈アーリーDIP〉
民事再生法の規定による再生手続開
始の申立てなどを行った方

経営改善や経営再建などに取り組む方

〈レイターDIP〉
民事再生法に基づく再生計画の認可
決定等を受けた方

金融機関との取引状況の変化により一
時的に資金繰りが悪化している方

災害発生に備えて防災に資する施設
などを整備する方

直接貸付7億2千万円
            （2億5千万円）
代理貸付 1億2千万円

直接貸付7億2千万円
           （2億5千万円）

直接貸付7億2千万円

直接貸付7億2千万円

設備20年以内（うち据置期間2年以内）
運転  7年以内（うち据置期間2年以内）

設備20年以内（うち据置期間2年以内）
運転  7  年以内（うち据置期間2年以内）

直接貸付7億2千万円
            （2億5千万円）
代理貸付 1億2千万円

設備15年以内（うち据置期間3年以内）
運転 8年以内（うち据置期間3年以内）

設備15年以内（うち据置期間3年以内）
運転 8年以内（うち据置期間3年以内）

設備10年以内（うち据置期間2年以内）
運転 5年以内（うち据置期間2年以内）

設備20年以内（うち据置期間2年以内）
運転15年以内（一定の要件を満たす場
合20年以内）（うち据置期間2年以内）

1年以内（うち据置期間1年以内）

特別利率①②③
基準利率-0.65％

特別利率①②③

基準利率
（長期運転資金に限り、上限3％）

基準利率直接貸付3億円（別枠）

関連企業の倒産に伴い資金繰りに困
難をきたしている方

直接貸付・代理貸付（別枠）
1億5千万円

運転  8年以内（うち据置期間3年以内） 基準利率

基準利率（上限3%）

基準利率（上限3%）
特別利率①（上限3%）
特別利率②（上限3%）

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

●その他の貸付
資 金 名 ご利用いただける方 融資限度額（うち運転資金） 主な融資利率主な融資期間

取引企業倒産
対応資金

（注）融資利率について、信用リスク・融資期間などに応じて所定の利率が適用または上乗せされます。

上記は本制度の概要です。詳しくは日本公庫中小企業事業の窓口または事業資金相談ダイヤルにお問い合わせください。

本店 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-9-4
https://www.jfc.go.jp/

東日本大震災
復興特別貸付

東日本大震災により被害を受けた方 直接貸付 
7億2千万円（別枠）
3億円（別枠）
代理貸付
7千5百万円（別枠）

設備20年以内（うち据置期間5年以内）
運転15年以内（うち据置期間5年以内）

平成28年熊本
地震特別貸付

平成 28 年熊本地震により被害を受
けた方

直接貸付 
7億2千万円（別枠）
3億円（別枠）
代理貸付
7千5百万円（別枠）

設備20年以内（うち据置期間5年以内）
運転15年以内（うち据置期間5年以内）

（1）基準利率-1.4％（融資後3年間）
  基準利率-0.5％（融資後4年目以降）

（2）基準利率-0.9％（融資後3年間）
（3）基準利率（長期運転資金に限り、上限3％）
※（2）、（3）は一定の要件に該当する
場合には利率の控除（0.2％、0.3％
または0.5％）の適用可能

（1）基準利率-0.9％（融資後3年間）
  基準利率-0.5％（融資後4年目以降）

（2）基準利率-0.5％（融資後3年間）
  基準利率-0.3%（融資後4年目以降）

（3）基準利率（長期運転資金に限り、上限3％）
※一定の要件に該当する場合には基準利率-0.3％

事業再生
支援資金

0120-154-505
(行こうよ！公庫)

お問い合わせ窓口 事業資金相談ダイヤル

H3104

平成30年7月豪雨により被害を受
けた方

直接貸付 7億2千万円（別枠）
 3億円（別枠）

代理貸付 7千5百万円（別枠）

（1）基準利率-0.9％（融資後3年間）
  基準利率-0.5％（融資後4年目以降）

（2）基準利率

平成30年7月
豪雨特別貸付

設備20年以内（うち据置期間5年以内）
運転15年以内（うち据置期間5年以内）

災害により被害を受けた方 直接貸付 1億5千万円（別枠）
代理貸付 7千5百万円（別枠）

基準利率災害復旧貸付 設備15年以内（うち据置期間2年以内）
運転10年以内（うち据置期間2年以内）
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（独）福祉医療機構による福祉貸付事業及び医療貸付事業の概要

(注1) 貸付けの相手方は施設種類によって異なる。 (注2) 貸付金利は施設種類、償還期間等によって異なる。
(注3) 貸付金利は令和2年3月2日現在の建築資金【20年以内】の金利。

（ ）内は10年経過毎金利見直し貸付の当初10年間の金利。
(注4) 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、ケアハウス、病院、介護老人保健施設及び介護医療院の耐火構造は30年以内。

令和２年度貸付契約額及び資金交付額（計画）

区 分 貸付契約額 資金交付額

福祉貸付事業 1,748 1,789

医療貸付事業 1,273 1,036

合 計 3,021 2,825

福祉貸付事業については、社会福祉法人等に対して社会福祉事業施設等の設置・整備又は経営に必要な資金の貸付けを行い、
医療貸付事業については、病院及び診療所等を開設する個人又は医療法人等に対し、病院等の設置・整備又は経営に必要な資金
の貸付けを行い、社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図る。

（単位：億円）

事業の目的

貸付制度の主な内容

令和２年度予算

資金交付額
調達財源

財政融資資金 自己資金 うち機関債

2,825 2,594 231 200

（単位：億円）
社会福祉事業施設等貸付事業

利子補給金
3,516,368千円

区 分 福祉貸付事業 医療貸付事業

貸付対象施設
(注1)

○ 社会福祉事業施設
○ 在宅サービス事業 等

○ 病院 ○ 診療所 ○介護医療院
○ 介護老人保健施設 等

貸付金の種類
○ 建築資金 ○ 設備備品整備資金
○ 土地取得資金 ○ 経営資金

○ 建築資金 ○ 機械購入資金
○ 土地取得資金 ○ 長期運転資金

貸付金利 (注2･3)
年0.203％～0.8％

（年0.203％～0.705％）
年0.203％～0.8％

（年0.203%～0.705%）

償還期間 (注4) 20年以内 20年以内

国の政策に即して社会福祉事業者や医療機関等が
行う民間の社会福祉施設及び医療施設等の整備に対
し、長期・固定・低利の資金を優遇融資することに
より発生する調達金利と法人への貸付金利の金利差
を補給するための経費

○貸付の具体例（新築の場合）

○災害復旧資金（社会福祉施設等の場合）

区 分 保育所
（認可を目指す認可外保育所を含む）

融資対象先 法人

融資率 90％（優遇融資）

貸付金利
(償還期間20年)

年0.3％（年0.205％）
（据置期間中無利子）

区 分 特別養護老人ホーム

融資対象先 社会福祉法人 等

融資率 90％（優遇融資）

貸付金利
(償還期間20年)

年0.4％（年0.305％）

区 分 病院（病床不足地域）

融資対象先 医療法人 等

限度額
7億2千万円（※）

（※）この他加算あり

貸付金利
(償還期間20年)

年0.3％（年0.205％）

限度額 90％

貸付金利 無利子

1
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．各業界分野における⺠間部⾨主導の⽊造公共建築物等整備推進

○ 医療・福祉やスポーツ等の⺠間団体等が⾏う、施設の⽤途に適した⽊造化・
⽊質化の在り⽅や低コスト化の⽅策の検討、検討結果に基づく訴求ツールの
作成・普及等の取組を⽀援します。

２．地域における⺠間部⾨主導の⽊造公共建築物等整備推進（拡充）
○ 地域の企業や⾏政が参画する地域協議会注１及び⽊安法注２による事業計画
に参画している事業者を対象に、専⾨家の派遣による⽊造化・⽊質化のノウハウ
の提供や設計⽀援等を⾏う取組を⽀援します。

［お問い合わせ先］林野庁⽊材利⽤課（03-6744-2626）

⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策のうち
⺠間部⾨主導の⽊造公共建築物等整備推進事業（拡充） 【令和２年度予算額 45,253（ 39,626 ）千円】

＜対策のポイント＞
公共建築物（低層）の６割以上は⺠間部⾨が整備している状況を踏まえ、

⺠間事業者等が主導する公共建築物等の⽊造化・⽊質化を推進するための取組を⽀援します。

国
⺠間団体等

（医療・福祉、
スポーツ関係等）

定額
事業実施主体

＜事業の流れ＞ 公募・⽀援

⺠間団体等
（⽊材関
係団体）

A地域
協議会

定額

事業実施主体

国

B地域
協議会
C地域
協議会

⽊安法参画
事業者

公募・⽀援

公募・⽀援

公募・⽀援

医療・
福祉施設
3.0百万㎡

(82%)

教育⽤等
0.7百万㎥

(18%)

国 0.2百万㎡ (３%)

都道府県
0.4百万㎡ (７%)
市町村 1.6百万㎡

(27%)

⺠間・個⼈
3.7百万㎡

(63%)

<低層公共建築物床⾯積整備主体別割合（H29年度）>

⽀援

⺠間団体等
設計、施⼯、各業界分野の関係者等
の専⾨家により各施設の⽤途に応じた
⽊質化の在り⽅や低コスト化の⽅法
等を検討＜事業の流れ＞

協議会毎の課題に応じた⽀援
策を検討

⽀援策に応じた専⾨家を派遣

⽀援
要請

〇地域における公共建築物の⽊造化・
⽊質化のノウハウや取組体制の定着

地域協議会等を公募、⽀援先
の選定等

⺠間団体等 地域協議会等

注１地域協議会︓地域の商業関係団体、⽊材関係団体、設計者、⾏政等により構成される協議会
注２⽊安法︓⽊材の安定供給の確保に関する特別措置法

〇各地域において専⾨家を交えたワー
クショップ等の開催を通じ、
・公共建築物等の⽊造化・⽊質化に
向けた設計等の具体の検討

・⽊材供給に係る関係者間の連携
体制構築等を実施

〇各施設の⽊造化・⽊質化の⼿引き
等を作成

〇⼿引き等を活⽤したシンポジウムの
開催等により施設の経営者層や設
計・施⼯関係者への普及を展開

（専⾨家派遣）

整理番号１９
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